
社会資本総合整備計画（活力創出基盤整備）　事後評価書
東日本大震災を教訓とした防災、減災等のための道路整備（復興基本方針関連（全国防災））

平成21年度～平成25年度 （５年間）

東日本大震災を教訓として、緊急に実施する必要性が高く、即効性のある防災、減災等のための道路整備を図る。

災害時等における道路の危険箇所の解消率を0％(H21)から100%(H25)に拡大

災害時等における道路の危険箇所の解消率を算出
（Σ対策済み延長/Σ要対策延長）×１００

百万円 百万円 百万円 百万円

事　後　評　価　（中　間　評　価）

○事後評価（中間評価）の実施体制、実施時期

　平成27年度

　県のホームページで公表

１．交付対象事業の進捗状況

Ａ　道路事業
番号 事業 地域 交付 直接 事業者 道路 率 備考

種別 種別 団体 間接 種別 (基本) H21 H22 H23 H24 H25
5-A1 道路 沖縄 沖縄県 直接 沖縄県 都道府県道 修繕 9/10 0.002km 40

合計 40
Ｂ　関連社会資本整備事業
番号 事業 地域 交付 直接 事業者 率 備考

種別 種別 団体 間接 (基本) H21 H22 H23 H24 H25

合計 0

番号 備考

Ｃ　効果促進事業
番号 事業 地域 交付 直接 事業者 率 備考

種別 種別 団体 間接 (基本) H21 H22 H23 H24 H25

合計 0

番号 備考

（h21当初）

効果促進事業費の割合
Ｃ

事業実施期間（年度）要素となる事業名

土構造物防災対策 竹富町
（延長・面積等）

事業実施期間（年度）事業内容

交付対象事業

(一)白浜南風見線・上原地区ボックス改修外

（事業箇所）

平成27年12月4日

0% 0% 100%

備考

（h23末） （h25末）
最終目標値

沖縄県

定量的指標の現況値及び目標値

Ｂ
40 0

省略
工種

要素となる事業名

　各事業主体（県及び市町村）で事後評価にかかる整備延長等を整理し、沖縄県で整理・とりまとめを行い、定量的指標の
定義及び算定式により事後評価を実施。

事後評価の実施体制

計画の名称

計画の期間

計画の目標

計画の成果目標（定量的指標）

交付対象

40
全体事業費 Ａ

合計
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

定量的指標の定義及び算定式
中間目標値当初現況値

全体事業費
（百万円）

市町村名

0.0%
Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

事後評価の実施時期

公表の方法

0

省略

要素となる事業名 全体事業費
（百万円）

事業実施期間（年度）事業内容

全体事業費
（百万円）

工種

工種
市町村名事業内容

（延長・面積等）

省略

一体的に実施することにより期待される効果

市町村名

一体的に実施することにより期待される効果

（延長・面積等）



その他関連する事業

地域の基幹ネットワークの計画的な保全のための道路整備（防災・安全）

交付 率 備考
団体 (基本)

5-A'2 道路 久米島町 8/10 謝名堂1号線（銭田橋） 536

百万円 百万円 百万円

２．事業効果の発現状況、目標値の達成状況

Ⅰ定量的指標に関連する
　　　交付対象事業の効果の発現状況

最終目標値 １００％
Ⅱ定量的指標の達成状況 目標値と実績値

に差が出た要因
最終実績値 －

Ⅲ定量的指標以外の交付対象事業の効果の発現状況 －
（必要に応じて記述）

３．特記事項（今後の方針等）

－

久米島町

計画の名称

Ｂ’

指標①（○○分
到達可能面積の
割合）

－

0.0%
(C+C')/((A+A')+(B+B')+(C+C'))

Ａ’

（事業箇所）

536
Ｃ’

効果促進事業費の割合

事業種別 要素となる事業名 市町村名

・他の計画の要素へと移行しており、移行先の計画にて評価をしている。

全体事業費
（百万円）




